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国民健康保険税率等改定にかかる中間まとめ要約版 
洞爺湖町国民健康保険運営協議会 

（令和３年１１月） 

区   分 
応 能 割 応 益 割 

所得割 資産割 均等割 平等割 

医 療 分 

現  行 8.70％(29) 23.40％(56) 16,000 円(166) 25,000 円(106) 

諮問内容 8.70％ 23.40％ 23,000 円(118) 25,000 円 

増  減   ―    ― 7,000 円 ― 

後期高齢 

者 支 援 

金 等 分 

現  行 2.00％(118) 9.00％(40) 4,000 円(170) 6,000 円(146) 

諮問内容 2.00％ 9.00％ 7,000 円(113) 6,000 円 

増  減 ― ― 3,000 円 ― 

介 護 

納付金分 

現  行 1.10％(135) 4.90％(44) 4,500 円(173) 4,500 円(142) 

諮問内容 1.10％ 4.90％ 4,500 円 4,500 円 

増  減 ― ― ― ― 

※ 「現行」各欄の（ ）内の数字は令和３年度の洞爺湖町の北海道における税率（額）

の高い方からの順位（全 177 団体） 

※ 「諮問内容」各欄の（ ）内の数字は令和３年度で比較した場合の洞爺湖町の北海道

における税率（額）の高い方からの順位目安 

※ 介護納付分は 40 歳～64 歳に対して賦課 

＜諮問案の改定額・改定率＞  

区   分 引上げ総額 1 世帯当たり 1 人当たり 

引上げ見込み 12,279,968 円 8,854 円 5,750 円 

改定率見込み 7.16％ 6.62％ 6.40％ 

＜モデルケースによる改定額・改定率＞  

●夫婦（夫の給与収入のみ）のみの２人世帯 

 条件：妻 専業主婦  夫婦 40 歳以上 65 歳未満 

区 分 所得 244 万円世帯 7 割軽減世帯 5 割軽減世帯 2 割軽減世帯 

引上げ見込み 20,000 円 6,000 円 10,000 円 16,000 円 

改定率見込み 5.8％ 12.8％ 7.6% 7.6％ 

 ※モデルケースのため、個々の世帯とは一致しない 

●夫婦（夫の年金収入のみ）のみの２人世帯 

 条件：妻 専業主婦  夫婦 65 歳以上 

区 分 7 割軽減世帯 5 割軽減世帯 2 割軽減世帯 

引上げ見込み 6,000 円 10,000 円 16,000 円 

改定率見込み 15.0％ 8.7% 8.6％ 
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＜国民健康保険の現状＞ 

療養給付費が高水準～洞爺湖町国保は医療費が高い            

 被保険者数 医 療 費 １人当たり医療費 道内順位（髙い順） 

平成３０年度 2,425 人 964,821,090 円 397,864 円 7 位/157 団体 

令和 元年度 2,355 人 895,467,850 円 380,241 円 14 位/157 団体 

令和 ２年度 2,238 人 854,559,458 円 381,841 円  

国保税額の減～税率が低く、加入者も減り、税収が落ち込んでいる   

 世帯数 被保険者数 賦課総額 1 世帯当り １人当たり 

平成３０年度 1,604 2,468 人 197,701 千円 135,928 円 91,456 円 

令和 元年度 1,573 2,406 人 192,214 千円 133,095 円 90,328 円 

令和 ２年度 1,509 2,298 人 181,863 千円 130,067 円 88,448 円 

一般会計から多額の基準外繰入れ～国保会計赤字分を一般会計が負担    

 被保険者数 A 繰入金総額 うち赤字額 B １人当たり額 B/A  

平成３０年度 2,425 人 39,300 千円 30,320 千円 12,503 円 

令和 元年度 2,355 人 41,186 千円 31,846 千円 13,523 円 

令和 ２年度 2,238 人 61,739 千円 54,141 千円 24,192 円 

 

○町財政の見通し～合併による経過措置の縮小、コロナ禍の減収見込み 

○国保運営の都道府県化～北海道が定める運営方針に沿った運営 

＜税率改定の考え方＞ 

赤字削減・解消計画の履行～目標年次の実行             

 平成２９年度策定の赤字削減・解消計画では、当初、解消予定額は 18,514 千円で

あった。しかし、この赤字額は増加傾向にあり、町では令和２年度に計画４年次であ

る令和３年度からの税率引上げの議論をすべきところ、コロナ禍のなか見送った。 

 目標年次の実行を図り、その後は来年度以降に検討する。 

 なお、全額解消した場合の税率試案の提示があったが、今諮問では低所得者層の負担を

抑えた内容となっている。 

「医療分」「後期高齢者医療支援金等分」を改定            

国保の都道府県化後、全道の医療費を負担し合う仕組みとなったが、納付金は市町村ごと

の医療費と所得水準によって決まる。洞爺湖町の医療費は高止まり傾向にあり、後期高齢者

医療制度を支える仕組みである納付金の負担も大きい。こうしたことから、この２区分を改

定するというものである 
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北海道の中で低い税額～「均等割」を改定               

「均等割」の額が低いため、これを改定する。諮問内容では、低所得者層への大幅な負担

増に配慮し、引き上げ後、若干順位は上がるが決して高い額とはならない。 

標準保険料率との比較～「応能」「応益」割合の見直し         

 平成３０年度に始まった国保の都道府県化では、北海道が示す標準保険料率を参考

に税率を定めることとされており、現行税率と乖離幅の大きい均等割の額を引上げる

というものである。 

 なお、賦課割合を見ても均等割の引上げは、応能割を引下げ、応益割を引上げるこ

とに寄与する。 

 

○「応益割」の改定～賦課比率の見直し 

 

運営協議会の判断 

 

国保会計の財政状況等から、改定の必要性、改定案の料率（額）について妥当と判断する。 

 

 

 

令和３年１１月 


